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告   示 

◎新潟県告示第1033号 

生活保護法（昭和25年法律第144号） 第54条の２第１項及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国 

後の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第４項においてその例によるものとされた生活保護 

法第54条の２第１項の規定により、指定介護機関を次のとおり指定した。 

平成24年８月24日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

 

事業者の名称 主たる事務所の 

所在地 

事業所の名称 事業所の所在地 指定したサー

ビスの種類 

指定年月日 

社会福祉法人

柏崎市社会福

祉協議会 

柏崎市豊町３番59

号 

柏崎市西地域包括

支援センターくじ

らなみ 

柏崎市鯨波２丁目

５番４号 

介護予防支援 H24.4.1 
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社会福祉法人

柏崎刈羽福祉

事業協会 

柏崎市大字畦屋194

番地１ 

柏崎市北地域包括

支援センターにし

やま 

柏崎市西山町鬼王

155-1 

介護予防支援 H24.5.1 

東蒲観光バス株

式会社 

東蒲原郡阿賀町津

川732 

小規模多機能居宅

介護事業所あっと

ほーむすみれ 

東蒲原郡阿賀町津

川650番地１ 

介護予防小規

模多機能型居

宅介護 

H24.6.1 

社会福祉法人

苗場福祉会 

中魚沼郡津南町大

字芦ケ崎乙317番地

１ 

デイサービスセンタ

ーまほろばの里川

治 

十日町市川治4525

番地 

通所介護 H24.7.1 

社会福祉法人

苗場福祉会 

中魚沼郡津南町大

字芦ケ崎乙317番地

１ 

デイサービスセンタ

ーまほろばの里川

治 

十日町市川治4525

番地 

介護予防通所

介護 

H24.7.1 

医療法人社団 

共生会 

胎内市西本町12番

１号 

中条中央病院 胎内市西本町12番

１号 

介護予防訪問

リハビリテー

ション 

H24.7.17 

合同会社ケアサ

ポートはぴねす 

村上市岩船上町8番

31号ｱﾙｶﾝ・ｽｨｴﾙ107 

合同会社ケアサポ

ートはぴねす 

村上市岩船上町8番

31号ｱﾙｶﾝ・ｽｨｴﾙ107 

訪問介護 H24.7.23 

合同会社ケアサ

ポートはぴねす 

村上市岩船上町8番

31号ｱﾙｶﾝ・ｽｨｴﾙ107 

合同会社ケアサポ

ートはぴねす 

村上市岩船上町8番

31号ｱﾙｶﾝ・ｽｨｴﾙ107 

介護予防訪問

介護 

H24.7.23 

株式会社みらい 新潟市西区平島３

丁目5番地13Yビル1

階 

みらい吉田薬局 燕 市 吉 田 大 保 町

28-15 

居宅療養管理

指導 

H24.7.1 

株式会社みらい 新潟市西区平島３

丁目5番地13Yビル1

階 

みらい吉田薬局 燕 市 吉 田 大 保 町

28-15 

介護予防居宅

療養管理指導 

H24.7.1 

 

 

◎新潟県告示第1034号 

生活保護法施行規則（昭和25年厚生省令第21号）第14条第１項及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永 

住帰国後の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第４項においてその例によるものとされた生 

活保護法施行規則第14条第１項の規定により、指定介護機関から次のとおり変更した旨の届出があった。 

平成24年８月24日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

 

  

 

事業所の名称 

  

 

 事業所の所在地 

  

変更事項   

 

変更年月日 

  
旧 新 

柏崎市北地域包括支援

センターはらまち 

柏崎市原町４番23

号 

柏崎市北地域包括支

援センター 

柏崎市北地域包括支援

センターはらまち 

H24.5.1 

柏崎市西地域包括支援

センターえきまえ 

柏崎市駅前１丁目

５番１号 

柏崎市西地域包括支

援センター 

柏崎市赤坂町４番56

号 

柏崎市西地域包括支援

センターえきまえ 

柏崎市駅前１丁目５番

１号 

H24.6.1 

新潟県厚生農業協同組

合連合会柏崎総合医療

センター 

柏崎市北半田２丁

目11番３号 

新潟県厚生農業協同

組合連合会刈羽郡総

合病院 

新潟県厚生農業協同組

合連合会柏崎総合医療

センター 

H24.4.1 
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◎新潟県告示第1035号 

新潟県立職業能力開発校規則（昭和47年新潟県規則第63号）第４条の規定により、平成25年度の新潟県立テク

ノスクールにおける普通課程の普通職業訓練の訓練科、訓練定員及び訓練期間を次のとおり定め、平成25年４月

１日から実施する。 

平成24年８月24日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

平成25年度の新潟県立テクノスクールにおける普通課程の普通職業訓練の訓練科、訓練定員及び訓練期間 

実施校 訓練科 訓練延定員 訓練期間 

新潟テクノスクール ＮＣ機械科 40 ２年 

電気システム科 40 ２年 

自動車整備科（デュアルシステム訓練） 40 ２年 

上越テクノスクール 自動車整備科 50 ２年 

ビジネススタッフ科 25 １年 

メカトロニクス科 40 ２年 

三条テクノスクール メカトロニクス科 40 ２年 

工業デザイン科 40 ２年 

生産システム科 40 ２年 

魚沼テクノスクール 木造建築科 40 ２年 

電気施設科 10 １年 

合    計 405  

 

◎新潟県告示第1036号 

新潟県立職業能力開発校規則（昭和47年新潟県規則第63号）第27条の規定により、平成25年度の新潟県立テク

ノスクールにおける短期課程の普通職業訓練の訓練科、訓練定員及び訓練期間を次のとおり定め、平成25年４月

１日から実施する。 

平成24年８月24日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

平成25年度の新潟県立テクノスクールにおける短期課程の普通職業訓練の訓練科、訓練定員及び訓練期間 

実施校 訓練科 訓練延定員 訓練期間 

新潟テクノスクール 溶接科 40 ６か月 

ビル設備管理科 30 ６か月 

総合実務科 20 １年 

上越テクノスクール 溶接科 40 ６か月 

木造建築科 15 １年 

三条テクノスクール 溶接科 40 ６か月 

魚沼テクノスクール エクステリア左官科 10 １年 

合    計 195  

 

◎新潟県告示第1037号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）第30条第２項の規定により、阿賀野市の笹岡土地改良区の定款の変更を平

成24年８月16日認可した。 

平成24年８月24日 

新潟県新発田地域振興局長 

 

 

◎新潟県告示第1038号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）に基づき、次の土地改良事業計画を適当と決定したので、平成24年８月27

日から平成24年９月24日まで関係書類を次のとおり縦覧に供する。 
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平成24年８月24日 

新潟県糸魚川地域振興局長 

事業主体の所在・名称 地区名 事業名 新規変更の別 縦覧の書類 縦覧の場所 根拠条文 

糸魚川市 

糸魚川市土地改良区 

根知 農業用用排水施

設整備（基盤整備

促進）事業 

新規 土地改良事業

計画書の写し 

定款の写し 

糸魚川市役所 第48条 

１ この決定について異議があるときは、縦覧期間満了の日の翌日から起算して15日以内に、知事に申し出るこ

とができる。 

２ この決定について不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内（決

定について異議の申出を行った場合は、当該異議の申出に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算

して６箇月以内）に、新潟県を被告（訴訟においては知事が被告の代表者となる｡)として新潟地方裁判所にこ

の決定についての取消しの訴えを提起することができる。 

 

◎新潟県告示第1039号 

国土調査法（昭和26年法律第180号）第６条の３第２項の規定により、平成23年度地籍調査事業計画を（平成24

年８月７日新潟県告示第993号）を以下のとおり変更する。 

平成24年８月24日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

調査を行う

者の名称 

調査区域 調査期間 

新潟市 

 

 

 

 

 

 

長岡市 

 

 

新発田市 

 

 

小千谷市 

 

 

十日町市 

 

 

見附市 

 

 

村上市 

 

 

 

 

 

 

燕市 

新潟市の第06－12計画区・第06－13計画区・第06－14計画区・第

06－15計画区・第06－16計画区・第02－19－１計画区・第02－19

－２計画区・第02－19－３計画区・第02－22－１計画区・第05

－16計画区・第03－19－３計画区・第09－３計画区・第14－19

－３計画区・第09－19計画区・第14－11－１計画区・第09－11

－１計画区・第05－15計画区及び第03－20－２計画区 

 

長岡市の川口南計画区 

 

 

新発田市の第１計画区 

 

 

小千谷市の第25計画区 

 

 

十日町市の市街第２計画区・市街第３計画区・吉田第４－１計画

区及び市街第１計画区 

 

見附市の第１計画区 

 

 

村上市の第34計画区（山北）・第35計画区（山北）・第36計画区（山

北）・第32－２計画区（山北）・第26計画区（朝日）・第27計画区

（朝日）・第28計画区（朝日）・第26計画区（神林）・第27計画区

（神林）・第28計画区（神林）・第29計画区（神林）・第30計画区

（神林）・第31計画区（神林）・第32計画区（神林）及び村上計画

区 

 

燕市の第33計画区・第34計画区・第35計画区及び第36計画区 

平成23年４月15日から平成

25年１月31日まで 

 

 

 

 

 

平成23年４月15日から平成

24年３月31日まで 

 

平成23年４月15日から平成

24年９月28日まで 

 

平成23年４月15日から平成

24年３月31日まで 

 

平成23年４月15日から平成

24年７月31日 

 

平成23年４月15日から平成

24年３月31日 

 

平成23年４月15日から平成

24年８月31日 

 

 

 

 

 

平成23年４月15日から平成 
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糸魚川市 

 

 

阿賀野市 

 

 

佐渡市 

 

 

魚沼市 

 

 

 

南魚沼市 

 

 

胎内市 

 

 

弥彦村 

 

 

湯沢町 

 

 

刈羽村 

 

 

 

関川村 

 

 

粟島浦村 

 

 

糸魚川市の第15計画区・第16計画区・第17計画区・第18計画区及

び第19計画区 

 

阿賀野市の第31計画区・第32計画区・第33計画区及び第34計画区 

 

 

佐渡市の第46計画区・第47計画区・第64計画区及び第48計画区 

 

 

魚沼市の第４計画区・第５計画区・第６計画区・第19－１計画区

・第41－１計画区・第50計画区・第51－１計画区・第16計画区・

第S９計画区・第S14計画区・第S16計画区及び第S17計画区 

 

南魚沼市の第３計画区・第４計画区・第５計画区及び南魚沼市計

画区 

 

胎内市の第40計画区及び第41計画区 

 

 

弥彦村の第31計画区・第32計画区・第33計画区及び第34～37計画

区 

 

湯沢町の第061計画区・第063計画区及び第101計画区 

 

 

刈羽村の第05－１計画区・第05－２計画区・第06－１計画区・第

06－２計画区・第07－１計画区・第07－２計画区・第08計画区及

び第09計画区 

 

関川村の第12－１計画区・第14－１計画区・関川計画区及び第13

－１計画区 

 

粟島浦村の第６－３計画区及び第４－２計画区 

24年３月31日 

 

平成23年４月15日から平成

24年８月31日 

 

平成23年４月15日から平成

24年３月31日 

 

平成23年４月15日から平成

24年７月31日 

 

平成23年４月15日から平成

25年３月31日 

 

 

平成23年４月15日から平成

24年11月30日 

 

平成23年４月15日から平成

24年３月31日 

 

平成23年４月15日から平成

24年11月30日 

 

平成23年４月15日から平成

25年２月28日 

 

平成23年４月15日から平成

24年９月30日 

 

 

平成23年４月15日から平成

24年７月30日 

 

平成23年４月15日から平成

24年８月31日 

 

 

◎新潟県告示第1040号 

測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する第14条第１項の規定により、次のとおり公共測量を実

施する。 

平成24年８月24日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 作業種類 公共測量（県営ほ場整備事業（担い手育成型）今泉地区（全換地区）確定測量） 

２ 作業期間 平成24年８月13日から平成25年３月７日まで 

３ 作業地域 魚沼市 今泉ほか 地内 

 

◎新潟県告示第1041号 

急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和44年法律第57号）第３条第１項の規定により次の区域を

急傾斜地崩壊危険区域として指定する。 

なお、関係図面は、新潟県土木部砂防課及び村上地域振興局において縦覧に供する。 
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平成24年８月24日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 区域の名称 

 瀬波温泉（追加）急傾斜地崩壊危険区域 

２ 区域の表示 

イ 次に掲げる地番の土地に存する標柱１号から５号までを順次結んだ線及び標柱５号と１号を結んだ線に囲

まれた地域 

  村上市瀬波温泉２丁目 

     560番      １号及び２号 

     565番４     ３号 

     564番      ４号 

     558番      ５号 

ロ 次に掲げる地番の土地に存する標柱１号から４号までを順次結んだ線及び標柱４号と１号を結んだ線に囲

まれた地域 

  村上市瀬波温泉２丁目 

     558番      １号及び４号 

     561番１     ２号 

     562番３     ３号 

 

公   告 

大規模小売店舗の届出に対する市町村等の意見について（公告） 

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第８条第１項及び第２項の規定による市町村等の意見の概要を

次のとおり公表する。 

平成24年８月24日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 大規模小売店舗の名称、所在地及び設置者 

名 称 イチコ直江津ショッピングセンター 

所在地 上越市下源入287－１外 

設置者 株式会社一小イチコ 

２ 届出の概要及び公告日 

概 要 大規模小売店舗立地法第６条第１項の規定による変更（大規模小売店舗において小売業を行う者の

名称及び代表者の変更）に関する届出 

公告日 平成24年４月10日 

３ 意見の概要 

(1) 上越市からの意見の概要 

意見なし 

(2) 居住者等の意見の概要 

意見書の提出はなかった。 

４ 縦覧場所 

新潟県産業労働観光部商業振興課 

５ 縦覧期間 

平成24年８月24日から平成24年９月24日まで 

 

大規模小売店舗の届出に対する市町村等の意見について（公告） 

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第８条第１項及び第２項の規定による市町村等の意見の概要を

次のとおり公表する。 

平成24年８月24日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 大規模小売店舗の名称、所在地及び設置者 
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名 称 イチコ高田南店・アメリカンドラッグ高田南店 

所在地 上越市南本町２丁目15番１号 

設置者 株式会社一小イチコ 

２ 届出の概要及び公告日 

概 要 大規模小売店舗立地法第６条第１項の規定による変更（大規模小売店舗において小売業を行う者の

代表者の変更）に関する届出 

公告日 平成24年４月10日 

３ 意見の概要 

(1) 上越市からの意見の概要 

意見なし 

(2) 居住者等の意見の概要 

意見書の提出はなかった。 

４ 縦覧場所 

新潟県産業労働観光部商業振興課 

５ 縦覧期間 

平成24年８月24日から平成24年９月24日まで 

 

大規模小売店舗の届出に対する市町村等の意見について（公告） 

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第８条第１項及び第２項の規定による市町村等の意見の概要を

次のとおり公表する。 

平成24年８月24日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 大規模小売店舗の名称、所在地及び設置者 

名 称 イチコ糸魚川店 

所在地 糸魚川市横町５丁目６番70号 

設置者 株式会社一小イチコ 

２ 届出の概要及び公告日 

概 要 大規模小売店舗立地法第６条第１項の規定による変更（大規模小売店舗において小売業を行う者の

代表者の変更）に関する届出 

公告日 平成24年４月10日 

３ 意見の概要 

(1) 糸魚川市からの意見の概要 

意見なし 

(2) 居住者等の意見の概要 

意見書の提出はなかった。 

４ 縦覧場所 

新潟県産業労働観光部商業振興課 

５ 縦覧期間 

平成24年８月24日から平成24年９月24日まで 

 

争議行為を行う旨の通知について（公告） 

労働関係調整法（昭和21年法律第25号）第37条第１項の規定により、日本赤十字労働組合長岡支部執行委員長

永見文雄から、次のとおり争議行為を行う旨の通知があった。 

平成24年８月24日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 要求事項 

 人員要求、待遇改善、施設設備、その他の要求 

２ 期  間 

 平成24年８月25日午前０時以降本問題解決まで 

３ 場  所 

 日本赤十字労働組合長岡支部の組合員が従事する全職場 
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４ 概  要 

 あらゆる形の争議行為の一部又は全部を単独に若しくは併用して実施する。ただし、救急患者には対応する。 

 

技能検定の合格者の発表について（公告） 

職業能力開発促進法（昭和44年法律第64号）第44条第１項、第46条第２項及び職業能力開発促進法施行令（昭

和44年政令第 258号）第３条の規定により実施した平成24年度前期技能検定の合格者は、次のとおりである。 

平成24年８月24日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

等級  検定職種（作業名） 

     受検番号 

３級 

 園芸装飾（室内園芸装飾作業） 

  A甲0001 A甲0002 A甲0003 A甲0004 A甲0005 A甲0006 A甲0007 A甲0008 A甲0009 A甲0010 

  A甲0011 A甲0012 A甲0013 A甲0014 A甲0015 A甲0016 A甲0017 A甲0018 A甲0019 A甲0020 

  A甲0021 A甲0022 A甲0023 A甲0024 A甲0025 A甲0027 A甲0028 A甲0029 A甲0030 A甲0031 

  A甲0032 A甲0033 A甲0034 A甲0035 A甲0036 A甲0037 A甲0038 A甲0039 A甲0040 A甲0041 

  A甲0042 A甲0043 A甲0044 A甲0045 

 造園（造園工事作業） 

  A甲0001 A甲0002 A甲0003 A甲0004 A甲0005 A甲0006 A甲0009 A甲0012 A甲0014 A甲0016 

  A甲0017 A甲0019 A甲0020 A甲0021 A甲0022 A甲0024 A甲0027 A甲0028 A甲0029 A甲0030 

  A甲0031 A甲0032 A甲0033 A甲0034 A甲0035 A甲0036 A甲0037 A甲0039 A甲0043 A甲0044 

  A甲0045 A甲0046 A甲0049 A甲0050 A甲0052 A甲0053 A甲0054 A甲0055 A甲0056 A甲0057 

  A甲0058 A甲0059 A甲0060 A甲0061 A甲0062 A甲0063 A甲0064 A甲0065 A甲0066 A甲0067 

  A甲0068 B0001 C0003 C0004 C0005 C0006 C0007 C0009 

 機械加工（普通旋盤作業） 

  A甲0001 A甲0002 A甲0004 A甲0007 A甲0008 A甲0009 A甲0010 A甲0011 A甲0012 A甲0013 

  A甲0014 A甲0015 A甲0018 A甲0019 A甲0020 A甲0021 A甲0023 A甲0024 A甲0025 A甲0026 

  A甲0027 A甲0028 A甲0029 A甲0030 A甲0031 A甲0032 A甲0033 A甲0034 A甲0035 A甲0036 

  A甲0037 A甲0038 A甲0039 A甲0040 A甲0041 A甲0042 A甲0043 A甲0044 A甲0045 A甲0046 

  A甲0047 A甲0048 A甲0051 A甲0054 A甲0058 A甲0059 A甲0060 A甲0062 A甲0064 A甲0065 

  A甲0066 B0001 C0001 C0002 C0003 C0004 C0006 C0007 

 （フライス盤作業） 

  A甲0001 B0001 C0001 C0002 C0003 C0004 

 （マシニングセンタ作業） 

  A甲0001 A甲0002 A甲0003 A甲0004 A甲0005 A甲0006 A甲0007 A甲0008 A甲0010 A甲0011 

  A甲0012 A甲0013 A甲0014 A甲0015 A甲0016 A甲0017 A甲0018 A甲0019 A甲0020 A甲0021 

  A甲0022 A甲0023 A甲0024 A甲0026 C0001 

 仕上げ（機械組立て仕上げ作業） 

  A甲0002 A甲0003 A甲0004 A甲0005 A甲0006 A甲0007 A甲0009 A甲0011 A甲0012 A甲0014 

  A甲0015 A甲0017 A甲0020 A甲0025 A甲0026 A甲0028 A甲0032 A甲0033 A甲0034 A甲0035 

  C0002 

 機械保全（機械系保全作業） 

  A甲0001 A甲0002 A甲0003 A甲0004 A甲0005 A甲0006 A甲0007 A甲0008 A甲0009 A甲0010 

  A甲0011 A甲0012 A甲0013 A甲0014 A甲0015 A甲0016 A甲0018 A甲0019 A甲0020 A甲0021 

  A甲0022 A甲0023 A甲0024 A甲0025 A甲0026 A甲0028 A甲0029 A甲0030 A甲0031 A甲0032 

  A甲0033 A甲0034 A甲0035 A甲0036 A甲0037 A甲0040 A甲0041 A甲0042 A甲0043 A甲0044 

  A甲0045 A甲0046 A甲0047 A甲0048 A甲0049 A甲0050 A甲0051 A甲0052 A甲0053 A甲0054 

  A甲0056 A甲0057 A甲0058 A甲0059 A甲0060 A甲0061 C0001 C0002 

 商品装飾展示（商品装飾展示作業） 

  A甲0001 A甲0002 A甲0003 A甲0004 A甲0005 A甲0006 A甲0007 A甲0008 A甲0009 D0001 D0002 

  D0003 D0004 D0005 D0006 D0007 D0008 D0009 D0010 D0011 
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 フラワー装飾（フラワー装飾作業） 

  A甲0001 A甲0002 A甲0003 A甲0004 A甲0005 A甲0006 A甲0007 A甲0008 A甲0012 A甲0013 

  A甲0016 A甲0017 A甲0018 A甲0019 A甲0020 A甲0024 A甲0026 A甲0027 

 

選挙管理委員会告示 

◎新潟県選挙管理委員会告示第42号 

公職選挙法（昭和25年法律第100号）第161条第１項第３号の規定により個人演説会等を開催することのできる

施設について、柏崎市選挙管理委員会から、次のとおり指定した旨の報告があった。 

平成24年８月24日 

新潟県選挙管理委員会 

   委員長  嵐  嘉 明 

 

指定した施設 
   

施設の名称 施設の所在地 種別 面積（㎡） 指定年月日 

柏崎市文化会館アル

フォーレ 

柏崎市日石町４番 32

号 

大ホール 931.00 平成 24年８月６日 

    

 

◎新潟県選挙管理委員会告示第43号 

公職選挙法（昭和25年法律第100号）第161条第１項第３号の規定により個人演説会等を開催することのできる

施設について、見附市選挙管理委員会から、次のとおり指定及び指定の取消しがあった旨の報告があった。 

平成24年８月24日 

新潟県選挙管理委員会 

   委員長  嵐  嘉 明 

 

１ 指定した施設    

施設の名称 施設の所在地 種別 面積（㎡） 指定年月日 

葛巻地区ふるさとセ

ンター 

見附市反田町2480番

地 

多目的ホール 213.00 平成 24年８月 10 日 

    

     

２ 指定を取り消した施設    

施設の名称 施設の所在地 種別 面積（㎡） 指定取消年月日 

椿沢公民館 見附市椿沢町字西村

1823番 

ホール 126.00 平成 24年８月 10 日 

    

 

 

監査委員公表 

監 査 結 果 公 表 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第199条第２項及び第４項の規定に基づく監査を実施したので、同条第９項

の規定により、その結果を次のとおり公表する。 

平成24年８月24日 

新潟県監査委員 山 田   修 

新潟県監査委員 大 渕   健 

新潟県監査委員 石 上 和 男 
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普通会計
(土木部)

対象年度 対象期間

平成24年 6月 8日 平成23年度 平成23年 4月 1日から
平成24年 3月31日まで

(村上地域振興局)

対象年度 対象期間

平成24年 6月12日 平成23年度 平成23年 4月 1日から
平成24年 3月31日まで

(新発田地域振興局)

対象年度 対象期間

平成24年 6月12日 平成23年度 平成23年 4月 1日から
平成24年 3月31日まで

平成24年 6月11日 平成23年度 平成23年 4月 1日から
平成24年 3月31日まで

(新潟地域振興局)

対象年度 対象期間

平成24年 6月18日 平成23年度 平成23年 4月 1日から
平成24年 3月31日まで

平成24年 6月26日 平成23年度 平成23年 4月 1日から
平成24年 3月31日まで

平成24年 6月18日 平成23年度 平成23年 4月 1日から
平成24年 3月31日まで

平成24年 6月 7日 平成23年度 平成23年 4月 1日から
平成24年 3月31日まで

(三条地域振興局)

対象年度 対象期間

平成24年 6月11日 平成23年度 平成23年 4月 1日から
平成24年 3月31日まで

（検討事項）
　職員の飲酒運転による交通事故に関する事項

地域整備部 （注意事項）
　歳入の収納に関する事項
　契約及び履行確認に関する事項
　交通事故に関する事項

監査対象所属 監査年月日
監査対象年度及び期間

監査の結果等

監査対象所属 監査年月日
監査対象年度及び期間

監査の結果等

新津地域整備部 （注意事項）
　県管理施設の維持管理に関する事項

地域整備部 （注意事項）
　歳入の収納に関する事項
　交通事故に関する事項
　県管理施設の維持管理に関する事項

監査対象所属 監査年月日
監査対象年度及び期間

監査の結果等

地域整備部 　適正と認めた。

巻農業振興部 （注意事項）
　支出事務手続に関する事項
　契約及び履行確認に関する事項
　交通事故に関する事項

企画振興部 （注意事項）
　物品の管理に関する事項
　交通事故に関する事項

監査対象所属 監査年月日
監査対象年度及び期間

監査の結果等

流域下水道事務所 （注意事項）
　契約及び履行確認に関する事項

地域整備部 （注意事項）
　交通事故に関する事項

農業振興部 （注意事項）
　交通事故に関する事項

監査対象所属 監査年月日
監査対象年度及び期間

監査の結果等
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(上越地域振興局)

対象年度 対象期間

平成24年 6月25日 平成23年度 平成23年 4月 1日から
平成24年 3月31日まで

企業会計
(福祉保健部)

対象年度 対象期間

平成24年 6月20日 平成23年度 平成23年 4月 1日から
平成24年 3月31日まで

(交通政策局)

対象年度 対象期間

平成24年 6月21日 平成23年度 平成23年 4月 1日から
平成24年 3月31日まで

新潟地域振興局　新潟
港湾事務所東港分所

平成24年 5月23日 平成23年度 平成23年 4月 1日から
平成24年 3月31日まで

(企業局)

対象年度 対象期間

平成24年 6月19日 平成23年度 平成23年 4月 1日から
平成24年 3月31日まで

平成24年 6月19日 平成23年度 平成23年 4月 1日から
平成24年 3月31日まで

平成24年 6月19日 平成23年度 平成23年 4月 1日から
平成24年 3月31日まで

平成24年 5月25日 平成23年度 平成23年 4月 1日から
平成24年 3月31日まで

平成24年 5月23日 平成23年度 平成23年 4月 1日から
平成24年 3月31日まで

平成24年 5月31日 平成23年度 平成23年 4月 1日から
平成24年 3月31日まで

(病院局)

対象年度 対象期間

平成24年 6月20日 平成23年度 平成23年 4月 1日から
平成24年 3月31日まで

１　本　庁 （検討事項）
　未収金の収納管理に関する事項

監査対象所属 監査年月日
監査対象年度及び期間

監査の結果等

　上越利水事務所 　　同　　　上

２　事業所

　下越発電管理所 （注意事項）
　契約及び履行確認に関する事項
　物品の管理に関する事項
　交通事故に関する事項

　新潟工業用水道事務所 　適正と認めた。

　工業用水道事業会計 （注意事項）
　歳入の収納に関する事項

　工業用地造成事業会計 　適正と認めた。

１　本　庁

　電気事業会計 　適正と認めた。

監査対象所属 監査年月日
監査対象年度及び期間

監査の結果等

２　事業所

　適正と認めた。

１　本　庁

　新潟東港臨海用地造成
　事業会計

（注意事項）
　歳入の収納に関する事項

監査対象所属 監査年月日
監査対象年度及び期間

監査の結果等

本　庁

　魚沼基幹病院事業会計 　適正と認めた。

監査対象所属 監査年月日
監査対象年度及び期間

監査の結果等

企画振興部 　適正と認めた。

監査対象所属 監査年月日
監査対象年度及び期間

監査の結果等
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平成24年 5月30日 平成23年度 平成23年 4月 1日から
平成24年 3月31日まで

平成24年 5月29日 平成23年度 平成23年 4月 1日から
平成24年 3月31日まで

平成24年 5月28日 平成23年度 平成23年 4月 1日から
平成24年 3月31日まで

平成24年 5月31日 平成23年度 平成23年 4月 1日から
平成24年 3月31日まで

平成24年 5月29日 平成23年度 平成23年 4月 1日から
平成24年 3月31日まで

平成24年 5月23日 平成23年度 平成23年 4月 1日から
平成24年 3月31日まで

平成24年 5月24日 平成23年度 平成23年 4月 1日から
平成24年 3月31日まで

平成24年 5月28日 平成23年度 平成23年 4月 1日から
平成24年 3月31日まで

平成24年 5月18日 平成23年度 平成23年 4月 1日から
平成24年 3月31日まで

２　施　設

　妙高病院 （指摘事項）
　過年度未収金について、決算日現在110件
2,048,927円が未納となっていた。
　金額が増加しているので、具体的な回収手法の
見直しを行い、未納額の早期収納に努めるととも
に、発生予防対策についても一層強化されたい。

（注意事項）
　旅費に関する事項

　中央病院 （指摘事項）
　過年度未収金について、決算日現在3,378件
81,176,438円が未納となっていた。
　件数、金額とも増加しているので、具体的な回
収手法の見直しを行い、未納額の早期収納に努め
るとともに、発生予防対策についても一層強化さ
れたい。

（注意事項）
　契約及び履行確認に関する事項
　給与に関する事項
　旅費に関する事項

　松代病院 （注意事項）
　物品の管理に関する事項

　柿崎病院 （注意事項）
　歳入の収納に関する事項

　十日町病院 （指摘事項）
　過年度未収金について、決算日現在458件
13,349,556円が未納となっていた。
　件数、金額とも増加しているので、具体的な回
収手法の見直しを行い、未納額の早期収納に努め
るとともに、発生予防対策についても一層強化さ
れたい。

　六日町病院 （指摘事項）
　過年度未収金について、決算日現在581件
16,796,589円が未納となっていた。
　金額が増加しているので、具体的な回収手法の
見直しを行い、未納額の早期収納に努めるととも
に、発生予防対策についても一層強化されたい。

　小出病院 （指摘事項）
　過年度未収金について、決算日現在1,629件
33,909,738円が未納となっていた。
　件数、金額とも増加しているので、具体的な回
収手法の見直しを行い、未納額の早期収納に努め
るとともに、発生予防対策についても一層強化さ
れたい。

　精神医療センター （指摘事項）
　過年度未収金について、決算日現在902件
16,749,839円が未納となっていた。
　金額が増加しているので、具体的な回収手法の
見直しを行い、未納額の早期収納に努めるととも
に、発生予防対策についても一層強化されたい。

（検討事項）
　入院患者１名が負傷するという事件が発生し
た。
　第三者調査委員会による報告書では、事実関係
の調査及び原因分析に基づき病院の組織風土につ
いての課題が指摘され、様々な提言も行われてい
る。
　今後このようなことが起きないよう提言等に基
づき県民から信頼される病院づくりを検討された
い。

　加茂病院 （指摘事項）
　過年度未収金について、決算日現在398件
6,264,368円が未納となっていた。
　未納額の早期収納に努められたい。
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平成24年 5月23日 平成23年度 平成23年 4月 1日から
平成24年 3月31日まで

平成24年 5月18日 平成23年度 平成23年 4月 1日から
平成24年 3月31日まで

(
1
指摘事項）
　過年度未収金について、決算日現在675件
16,537,196円が未納となっていた。
　未納額の早期収納に努められたい。

2 　機器保守点検業務委託について、経費執行伺
の決定をせずに未契約のまま一部支出したもの
があった。
　病院局財務規程に基づく適正な事務処理を行
われたい。

平成24年 5月30日 平成23年度 平成23年 4月 1日から
平成24年 3月31日まで

(
1
指摘事項）
　過年度未収金について、決算日現在1,385件
34,288,598円が未納となっていた。
　未納額の早期収納に努められたい。

2 　行政財産（建物、土地）の目的外使用許可に
係る使用料について、平成22年度監査において
注意を受けたにもかかわらず、平成23年度監査
においても改善されておらず、調定手続が遅延
していた。
　２年続けて遅延したことの原因について十分
に検証し、適時に調定手続を行われたい。

平成24年 6月 1日 平成23年度 平成23年 4月 1日から
平成24年 3月31日まで

平成24年 5月25日 平成23年度 平成23年 4月 1日から
平成24年 3月31日まで

平成24年 6月 1日 平成23年度 平成23年 4月 1日から
平成24年 3月31日まで

　津川病院 （指摘事項）
　過年度未収金について、決算日現在282件
3,834,012円が未納となっていた。
　件数、金額とも増加しているので、具体的な回
収手法の見直しを行い、未納額の早期収納に努め
るとともに、発生予防対策についても一層強化さ
れたい。

（注意事項）
　旅費に関する事項

　吉田病院

　がんセンター新潟病院

（注意事項）
　収入事務手続に関する事項

　新発田病院 （指摘事項）
　過年度未収金について、決算日現在2,907件
82,610,716円が未納となっていた。
　未納額の早期収納に努められたい。

　坂町病院 （指摘事項）
　過年度未収金について、決算日現在558件
11,037,860円が未納となっていた。
　件数、金額とも増加しているので、具体的な回
収手法の見直しを行い、未納額の早期収納に努め
るとともに、発生予防対策についても一層強化さ
れたい。

（注意事項）
　給与に関する事項
　物品の管理に関する事項

　リウマチセンター （注意事項）
　歳入の収納に関する事項
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